
（参考）

１　評価項目の内訳
(１)　行政コスト計算書（増減率が算出できない場合は４点とする。）

（行政収支差額がマイナスの場合）
評点 判断の目安

５ 行政収支差額の増減率が80％未満である。

４ 行政収支差額の増減率が80％以上100％未満である。

３ 行政収支差額の増減率が100％以上120％未満である。

２ 行政収支差額の増減率が120％以上150％未満である。

１ 行政収支差額の増減率が150％を上回る。

（行政収支差額がプラスの場合）
評点 判断の目安

５ 行政収支差額の増減率が120％を上回る。

４ 行政収支差額の増減率が100％以上120％未満である。

３ 行政収支差額の増減率が80％以上100％未満である。

２ 行政収支差額の増減率が50％以上80％未満である。

１ 行政収支差額の増減率が50％未満である。

(２)　事業指標（事業指標が設定されていない場合は４点とする。）

評点 判断の目安

５ 事業指標の達成率が120％を上回る。

４ 事業指標の達成率が100％以上120％未満である。

３ 事業指標の達成率が80％以上100％未満である。

２ 事業指標の達成率が50％以上80％未満である。

１ 事業指標の達成率が50％未満である。

(３)　事業進捗状況（担当課長の総括を踏まえ、定性的に評価を行う。）

評点 判断の目安

５ 予定を大きく上回り実施することができた。

４ 予定を上回り実施することができた。

３ 概ね予定どおり実施することができた。

２ あまり実施することができた。

１ ほとんど実施することができなかった。

２　一次評価の方法
　　　評価項目の評点を合計（15点満点）し、点数に応じて評価を行う。

評価区分 評価内容

Ｓ 事業を充実して実施すべきである。（合計15点）

Ａ 事業を継続して実施すべきである。（合計14点以下）

Ｂ 事業の改善を検討し、継続して実施すべきである。（合計９点以下）

Ｃ 事業の縮小を検討すべきである。（合計６点以下）

Ｄ 事業の廃止を検討すべきである。（合計３点以下）



３　二次評価の方法
　二次評価は、一次評価を補完するため、各評価項目において、次のとおり補正を行うと
ともに、事業の性質や状況に応じて定性的な補正を行うものとする。

　（１）行政コスト計算書
　　　①次の原因により、４点以上となっている事業は３点又は４点とする。
　　　　・組織改正等による人件費や各引当金繰入金の減額が影響している事業

　　　②Ｂ評価以下の事業のうち、次の原因により、２点以下となっている事業は３点
　　　　とする。
　　　　・組織改正等による人件費や各引当金繰入金の増額が影響している事業
　　　　・事務移管や明確な臨時的経費の影響により増額している事業
　　　　・法定義務等により増額している事業
　　　　・受動的要因により増額している事業（例：補助申請件数の増加など）

　（２）事業指標
　　　　Ｂ評価以下の事業のうち、次の原因により、２点以下となっている事業は３点
　　　　とする。
　　　　・受動的要因により目標値を下回っている事業（例：行事の傷病発生件数等）

　（３）事業進捗状況
　　　　内容を確認し、一次評価段階で再提出を促すなど、平準化を図っているため、
　　　　二次評価での補正は行わない。

　（４）定性的な補正
　　　　該当なし


